別記様式（第３条関係）
指定管理者指定申請書
　　年　　月　　日
　　尾道市長　　様
申請者　所在地　　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　印
連絡先　担当者　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　
　尾道市営住宅及びその共同施設の指定管理者の指定を受けたいので、尾道市公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例第３条第１項の規定に基づき申請します。
　
添付書類
　(1)　施設の事業計画書（別記様式６）
　(2)　施設の管理に係る収支計画書（別記様式８）
　(3)　定款、寄附行為、規約その他これらに類するもの

　(4)　法人にあっては、当該法人の登記簿謄本その他これに類するもの

　(5)　申請に必要な資格を有することを証する書類

(6） 申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書並びに前事業
年度の収支報告書及び事業報告書その他これらに類するもの

（7） その他市長が必要と認めるもの
（別記様式１）

団　体　概　要　書

（　　　　　年　　月　　日現在）

	項目
	内容

	団体等の名称
	

	代表者の職・氏名
	

	団体等の所在地
	

	設立年月日
	　　　　年　　月　　日

	団体等の沿革


	

	資本金（出資金）等
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

	従業員数
	正社員
	人
	
	非正社員
	人
	

	
	上記のうち共同住宅の管理に携わる人員

	
	正社員
	人
	
	非正社員
	人
	

	主たる事業内容
	

	類似施設の管理に関する過去の業務実績
	

	連絡先
	連絡責任者の職・氏名
	

	
	電話番号：
	FAX番号：

	
	E-mail：


※　記入欄が足りない場合は、様式に準じて追加してください。

（別記様式２）

　　年　　月　　日

共同体構成届出書

　尾道市営住宅等の指定管理者の指定を受けるため、共同体を結成しましたので届け出

ます。

１　共同体名称

２　構成員等

代表団体　住　　　所

名　　　称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
構成団体　住　　　所

名　　　称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
構成団体　住　　　所

名　　　称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
構成団体　住　　　所

名　　　称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
※　各構成員は、尾道市営住宅等の管理業務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。

※　各構成員は、尾道市及び他の構成員の承認がなければ、業務の履行を完了する日までは共同体を脱退できない。業務履行の完了する前において脱退する者がある場合、残存構成員が連帯して業務を履行する。

（別記様式３）

尾道市営住宅管理業務に関する共同体協定書

（目的）

第１条

　（名称）

第２条

　（所在地）

第３条

　（成立の時期及び解散の時期）

第４条
　（構成員の所在地及び名称）

第５条

　（代表者の名称）

第６条

　（代表者の権限）

第７条

　（構成員の責任及び出資比率）

第８条

　（権利義務の制限）

第９条

　（構成員の脱退に対する措置）

第１０条

　（構成員の破産又は解散に対する措置）

第１１条

　（協定書に定めのない事項）

第１２条

　　　　　年　　月　　日

代表団体　住　　　所

　　　名　　　称
　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
構成団体　住　　　所

　　　名　　　称
　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
※　共同体として申請する場合は，上記各条を参考に共同体の協定書を作成し，その写しを提出してください。

（別記様式４）

共同体申請に係る構成団体の委任状

　　年　　月　　日

　尾道市長　　様　

	構成団体　住　　　所

	　　　　　名　　　称

	　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

	　　　　　電話番号　　　　－　　　－


	構成団体　住　　　所

	　　　　　名　　　称

	　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

	　　　　　電話番号　　　　－　　　－


	構成団体　住　　　所

	　　　　　名　　　称

	　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

	　　　　　電話番号　　　　－　　　－


　私たちは、下記の団体を共同体の代表団体として、尾道市営住宅等に係る指定管理者の指定の申請に関する一切の権限を委任します。

	代表団体　住　　　所

	　　　　　名　　　称

	　　　　　代表者氏名


※　構成団体の記載欄が足りない場合は、適宜追加してください。
（別記様式５）
　　年　　月　　日

尾道市長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　　所

名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
　　　　
管理運営実績に係る申立書

　尾道市営住宅等及び共同施設の指定管理者の指定申請に当たり、同種又は類似施設の管理運営実績については次のとおりです。

	区　　　　分
	内　　　　容

	施設の名称
	

	所在地
	

	所有者
	

	管理運営業務の期間
	

	施設の規模
（管理戸数）
	

	管理運営業務の内容
	

	管理運営体制
	

	指定管理料(年額）
	

	その他
（セールスポイント等）
	


※　同種又は類似施設の管理運営実績があることを証する書類(協定書の写し等)を添付してください。

※　過去３年程度の主要実績業務について記入してください。（公営住宅管理に関する業務実績がある場合は，これを優先して記入してください。）
（別記様式６）

　　年　　月　　日

市営住宅等及び共同施設の管理に関する事業計画書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　　所

名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
１　市営住宅等及び共同施設の管理運営に係る基本方針

２　指定予定期間内の年度ごとの管理業務の実施計画

３　指定予定期間内の年度ごと及び全体の収支計画

４　管理運営体制（組織の体制、人員の体制、雇用計画等）
５　その他特記すべき事項

【作成上の注意事項】

１　用紙はＡ４縦長とし、提出用紙の余白下中央に連続してページを付すこと。

２　使用する文字の大きさは、１２ポイント以上とすること。（フォントは指定しない。）

３　提案内容は、次のとおりとする。（欄が不足する場合は、様式に準じて追加すること。）

	計　画　項　目
	提　案　内　容

	１　市営住宅等及び共同施設の管理運営に係る基本方針
	　管理運営に係る基本方針
	市営住宅等及び共同施設の設置目的を踏まえ、管理する際の経営理念、管理方針を記述すること。

	２　指定予定期間内の年度ごとの管理業務の実施計画
	(1) 入居者等の平等な使用の確保
	　市営住宅等及び共同施設の管理に関し、入居しようとする者及び入居者に対する実質的な平等性を確保するための対応策を記述すること。

	
	(2) 市営住宅等及び共同施設の把握と研修体制
	　市営住宅等及び共同施設の設置目的、公営住宅関係法令等の理解を深め、職員のモラルの向上を図るための研修などの取組方法を記述すること。

	
	(3) 円滑な引継とその体制
	　市営住宅等及び共同施設の管理事務を限られた時間内に円滑かつ支障なく引継ぐための体制等を記述すること。

	
	(4) 入居者管理とその　　体制
	　入居者管理業務の方法、体制等を記述すること。

	
	(5) 健全な住宅内自治組織の育成
	　市営住宅等内の自治組織の連絡体制、育成方法等を記述すること。

	
	(6) 市営住宅等及び共同施設の居住ルールの周知
	　指定管理者が行うべき修繕範囲と入居者が負担すべき修繕範囲の区分、居住ルール、修繕工事等についての周知等の方策等を記述すること。

	
	(7) 経費節減及び入居率向上のための創意工夫
	　効率的で適正な業務の執行とサービス水準を維持しつつ、経費の節減を図るための創意工夫、及び入居率向上のための具体的提案を記述すること。

	
	(8) 収納率の向上
	　家賃及び駐車場使用料の収納率を上げるための取組みや執行体制、滞納整理対策を記述すること。

	３　指定予定期間内　の年度ごと及び全体の収支計画
	　受託金提案書及び収支計画書
	　受託金提案書に管理費用基準額以下の要求額を記入すること。

　指定予定期間内の年度ごと及び全体の収支計画書を作成すること。


	４　管理運営体制（組織の体制、人員の体制、雇用計画等）
	(1) 業務を行なう組織
	　指定管理業務を行なう体制、人員配置（有資格者の配置を含む。）等、組織全体における位置づけがわかるよう体系図等で明らかにすること。

	
	(2) 業務窓口の体制
	　指定管理者として業務管理を行う事務所の所在地（受付窓口、書類保管スペース等の）執務室の配置、駐車スペース等を具体的に記述すること。

	
	(3) 業務受付時間
	　指定管理者の窓口を開設する日及び時間並びに窓口開設時間外における緊急対応体制、迅速かつ適切な現場対応の方法等について、具体的に記述すること。特に、因島地域、瀬戸田地域等における夜間等の緊急対応方法について提案すること。

	
	(4) 緊急時の体制
	　災害、事故等の緊急時の対応について、体制も含め具体的に記述すること。

	
	(5) 業務の執行体制
	　緊急修繕等の対応について、連絡体制も含め記述すること。

	
	(6) 安定的な経営
	　安定的な経営が可能となる経理的な基盤を有していることについて、財政状況（出資者や金融機関の支援体制なども含む。）により明らかにすること。

	
	(7) 安全な現金管理
	　家賃等の徴収業務を行なうに当たって、現金の管理及びそのチェック体制を記述すること。

	
	(8) 個人情報の保護方法
	　個人情報の保護及び情報公開について、職員の指導、組織内部規定の整備状況、その徹底方法等を記述すること。また、個人情報を取り扱う執務環境、情報漏えい対策、電算システム・入居者台帳等の管理方法等を記述すること。

	
	(9) トラブル防止
	　市民や入居者からの相談、要望や苦情について、トラブルとならないための未然防止策、対応方法等を記述すること。

	５　その他特記すべき事項
	(1) 業務を執行するためのノウハウやアピールしたいこと
	　共同住宅の維持管理、保守点検、修繕等の実績及びそれらを行う上での保有資格等を記述すること。

	
	(2) 地元事業者の活用、育成
	　地元事業者の活用、育成等について、雇用や発注などにおける地域との連携や貢献等の考え方等を具体的に記述すること。

	
	(3) 公共性・公益性・専門性・意欲
	　環境保護への配慮、社会的弱者への配慮等についての考え方等を記述すること。


	申請者：


事 業 計 画 内 容

	１　市営住宅等及び共同施設の管理運営に係る基本方針

    管理運営に係る基本方針


	申請者：


	２　指定予定期間内の年度ごとの管理業務の実施計画

　(1) 入居者等の平等な使用の確保

　(2) 市営住宅等及び共同施設の理解と研修体制

　(3) 円滑な引継とその体制




	申請者：


	　(4) 入居者管理とその体制

　(5) 健全な住宅内自治組織の育成

　(6) 市営住宅等及び共同施設の居住ルールの周知




	申請者：


	　(7) 経費節減及び入居率向上のための創意工夫

　(8) 収納率の向上




	申請者：


	３　指定予定期間内の年度ごと及び全体の収支計画
　　受託金提案書（別記様式７）及び収支計画書（別記様式８）

　　※　収支計画書については、別紙により資料添付のこと。




	申請者：


	４　管理運営体制（組織の体制、人員の体制、雇用計画等）

　(1) 業務を行う組織

　(2) 業務窓口の体制

(3) 業務受付時間




	申請者：


	(4) 緊急時の体制

　(5) 業務の執行体制

(6) 安定的な経営




	申請者：


	(7) 安全な現金管理

　(8) 個人情報の保護方法

(9) トラブル防止




	申請者：


	５　その他特記すべき事項

　(1) 業務を執行するためのノウハウやアピールしたいこと

　(2) 地元事業者の活用、育成

(3) 公共性・公益性・専門性・意欲



（別記様式７）

　　年　　月　　日

受　託　金　提　案　書

　尾道市長　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　　所
名　　　称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
　尾道市営住宅等に係る指定管理者の募集要項に基づく受託金額について、次のとおり提案します。

	年　　度
	受 託 金 額 提 案 額

	令和８年度
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	令和９年度
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	令和１０年度
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	令和１１年度
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	令和１２年度
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	合　　計
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


※　上記の各年度受託金額提案額には、消費税及び地方消税相当額を含む金額を記入する
　こと。
（別記様式９）

誓  　  約    　書

申請者およびその代表者（７ においては役員を含む。） が、次のいずれにも該当しないことを誓約します。

１　法律行為を行う能力を有しない者

２　破産者で復権を得ない者

３　地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同項を準用する場合を含む。）の規定により尾道市における一般競争入札等の参加を制限されている者

４　地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取り消しを受けたことがある者

５　尾道市における指定管理者の指定の手続きにおいて、その公正な手続を妨げる者または公正な価格の成立を害し、もしくは不正の利益を得るために連合した者

６　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）またはその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）もしくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある団体

７　暴力団の構成員もしくは、暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者を役員に含む法人等

８　国税及び地方税を滞納している者
９　会社更生法及び民事再生法等による手続をしている者
　　年　　月　　日

申請者　住　　　所

名　　　称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　電　　　話　　　　　－　　　－

（別記様式１０）

　　年　　月　　日

　尾道市長　　様

申請者　住　　　所

名　　　称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　電　　　話　　　　　－　　　－

尾道市に納付すべき市税に係る納税義務がないことの申立書

　尾道市営住宅等の指定管理者の指定申請に当たり、団体等又はその代表者等（共同体の場合は共同体を構成する法人・団体）について、次の理由により、尾道市に納付すべき市税に係る納税義務がないことを申し立てます。

１　尾道市に納付すべき市税に係る納付義務がない団体及びその代表者

　　　　　

　　　　　住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　団体等の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　納税義務がない理由
（別記様式１１）

　　年　　月　　日

　尾道市長　　様

申請者　住　　　所

名　　　称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　電　　　話　　　　　－　　　－

指定管理者の業務遂行上有用な資格保有者の一覧表
　尾道市営住宅等の指定管理者の指定申請に当たり、業務遂行上有用な資格保有者は、次のとおりです。
	区分
	資格名称
	認定等機関名称
	保有人数
	備考

	管理関係
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	経理関係
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	保守・点検

関係
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	修繕関係
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　申請にあたり、業務を遂行する上で、有効と考える資格を記入してください。（普通自動車運転免許証は除く）

※　資格の種別については、国家資格その他の資格を問いません。

（別記様式１２）

　　年　　月　　日
質　　問　　書
	申請団体名
	

	代表者氏名
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	


	質　問　事　項
	具　体　的　な　内　容

	
	


